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年金のお知らせ
Pension Information

国民年金の手続きはお済でしょうか？
　結婚や就職、退職などで被保険者の種別が変わった時は、14 日以内に手続きをす
ることが必要です。

・第1号被保険者…学生、自営業者、農林漁業者等（第2号、第3号被保険者以外）
・第2号被保険者…会社員、公務員等（厚生年金保険・共済組合等の加入者）
・第3号被保険者…国内に居住し、第2号被保険者に扶養されている配偶者

一時的な海外渡航者等については、特例的に第3号被保険者にな
る場合があります。

●国民年金被保険者には、職業などによって 3 つの種別があります

こんなとき 変更後の被保険者種別 届出先

20歳になった方 厚生年金保険に加入している配偶者に
扶養されている 第3号被保険者 配偶者のお勤め先

第1号被保険者の方
就職して厚生年金保険に加入した 第2号被保険者 お勤め先

結婚や収入減等で厚生年金保険に加入し
ている配偶者に扶養されるようになった 第3号被保険者 配偶者のお勤め先

第2号被保険者の方
お勤め先を退職した 第1号被保険者 市町村役場

退職して厚生年金保険に加入している
配偶者に扶養されるようになった 第3号被保険者 配偶者のお勤め先

第３号被保険者の方

収入増加や離婚等で配偶者に扶養され
なくなった

第1号被保険者 市町村役場配偶者が厚生年金保険に加入していた
勤務先を退職した
配偶者が65歳になり第2号被保険者で
はなくなった

就職して厚生年金保険に加入した 第2号被保険者 お勤め先

配偶者が転職等で加入する厚生年金保
険の種類が変わった 第3号被保険者 配偶者の新しいお勤め先

国外に転出した、または国内に転入した 第3号被保険者 配偶者のお勤め先

●届出が必要なケースの一例

　被保険者の皆様に納めていただく保険料は、後期高齢者医療に要する費用に充てる事と
なっています。また、令和8年度から、子ども・子育て支援金制度が開始され、これまで
の医療分とは別に、子ども分の保険料が新たに含まれるようになります。ご負担をおかけ
しますが、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

徳島県後期高齢者医療制度の保険料について

●保険料の計算方法
　保険料は、「均等割額」と「所得割額」の合計額です。※上限額： 「医療分85万円」　「子ども分2万1,000円」

▶均等割額 :医療分　6万976円　子ども分　1,356円　※被保険者が等しく負担
▶所得割額 :医療分「基礎控除後の総所得金額等」×「所得割率１０.91％」

子ども分「基礎控除後の総所得金額等」×「所得割率0.25％」
※被保険者の所得に応じて負担いただきます。

●保険料の納め方
　年間保険料額は毎年8月に決定し、お知らせします。
　納付方法は、「特別徴収（年金からの天引き）」と「普通徴収（納付書または口座振替による納付）」の2通りで、納付先はお
住まいの市町村です。

【お問い合わせ】役場福祉課☎ 0884-77-3614

軽減判定基準 均等割額の
軽減割合

43万円＋「10万円×（年金・給与所得者の数-1）」以下
医療分 子ども分

7.2 割 7 割

43万円＋「31万円×世帯の被保険者数」＋「10万円×（年金・給与所得者の数-1）」以下 5 割

43万円＋「57万円×世帯の被保険者数」＋「10万円×（年金・給与所得者の数-１）」以下 2 割

▶被保険者の被扶養者であった場合の軽減
　後期高齢者医療制度加入の前日まで被用者保険（国保・国保組合以外の健康保険）の被扶養者であった方は、所得割
額の負担がなく、後期高齢者医療制度の被保険者になってから2年の間、均等割額が5割軽減されます。
　ただし、上記の医療分 7.2 割・子ども分 7 割軽減に該当する場合は、そちらが適用されます。

●保険料の軽減

▶均等割額の軽減
　世帯主と世帯の被保険者の総所得金額等を合計した額が、次に示す軽減判定基準以下の場合は、均等割が軽減されます。

　所得の低い方および被用者保険（国保・国保組合以外の健康保険）の被扶養者であった方については、保険料の軽減
制度があります。

●マイナポータルからスマホで国民年金手続の電子申請ができます

1)　国民年金（第1号被保険者）加入の届出
　　▶お勤め先を退職した場合などの、国民年金へ加入する手続
2)　国民年金保険料免除・納付猶予の申請
　　▶経済的に保険料の納付が困難な場合に、納付の免除または猶予を申請する手続
3)　国民年金保険料学生納付特例の申請
　　▶学生の方が保険料の納付が困難な場合に、納付の猶予を申請する手続
4)　国民年金付加保険料納付申出（辞退）の申出
　　▶将来の老齢基礎年金の額を増やす場合に、付加保険料を納付するための手続
5)　国民年金付加保険料該当 （非該当）の届出
　　▶農業者年金に加入した場合に、付加保険料を納付するための手続
6)　国民年金保険料の産前産後免除の届出
　　▶出産予定または出産した場合等に、産前産後期間が免除となる手続

　対象手続きは次のとおりです。

詳しくは日本年金機構ホー
ムページをご覧ください。


